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１）これまでの経緯と計画策定の趣旨 

全ての市民が「食」について様々な経験を通じて、「食」に関する知識と選択する力を習得し 

健全な食生活を実践することができる「食育」を日常の生活の中で体系的に取り組み、生涯にわた

って健康で豊かな生活を実現するために、平成２０年３月に「留萌市食育推進計画」を策定し 

これまで、各年齢層に応じた「食育」の取組を進めてきました。 

人は、「食」によって健康を維持しており、全ての世代が食と健康の大切さを自覚するとともに、

健康な生活を維持し、豊かな人間形成を育むことが大切です。「飽食の時代」を迎え、物心両面で

の豊かさや価値観の変化、生活スタイルも多様化しています。今では旬や季節を問わずに食べ物を

得ることができ、更にコンビニエンスストアやファストフードの増加により、手間や時間をかけず

手軽に食事を済ませることが可能になりました。このような便利な社会の反面、不規則な食事時間

や食生活が日常化することにより、脂質の過剰摂取や野菜の摂取不足による栄養バランスの乱れな

ど、子どもたちの偏食から青年期・壮年期における生活習慣病の増加に至るまで、健康面に影響が

生じています。また、超高齢化社会時代を背景に、ひとり暮らし世帯の高齢者が増加し、食生活の

質の低下や孤食化、低栄養リスク者の増加も懸念されています。 

 本市は、米や野菜、小麦などを中心とした農産物、エビ、タコ、イカ、サケなどを中心とした海

産物など、自然の恵みから旬を意識できる多種多様な食材が豊富です。これらの自然は、子どもた

ちが笑顔で暮らし、心や体の成長に欠かせないものとなります。また、食の源である水田や畑は、

水を蓄え、自然を守り、地域に潤いを与えます。 

未来を担う子どもたちをはじめ、市民全体が様々な機会を通じて身近な地域の土地、風土、気候

で育った豊かな食材に触れ、体験が育む感謝の心、地域の歴史、文化を大切にする気持ちを養い、

安全で安心な食べ物を食する暮らしの実現に繋げることが重要です。 

このような背景から、平成２４年度をもって「留萌市食育推進計画」期間終了を迎える中で、 

これまでの取組を基本に、家庭、行政、学校、保育園、幼稚園、地域、生産者等が一体となって、

生涯にわたるライフステージに対応し、目指す姿や推進目標、方向性を共有しながら、一体的な取

組として食育活動の推進を図っていくため、第２次留萌市食育推進計画を策定するものです。 
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２）計画の位置付け及び計画の期間 

本計画は、第５次留萌市総合計画を上位計画とし、国、北海道の食育推進基本計画、市の分野別

計画との整合性を計りながら策定しています。 

法的には、食育基本法第１８条及び地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び

地域の農林水産物の利用促進に関する法律第４１条に基づく計画として位置づけられるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次留萌市総合計画

誇りと満足を目指すみなとまち留萌

４．健康の維持と増進 ６．地域福祉の充実
８．地産地消と

一次産業の推進
１３．子どもの育成

と支援
14．学校教育の充実

留萌市食育推進計画（第2次）

後期計画【2012－2016】

第２次
どさんこ食育
推進プラン
（2009-2013）

第２次
食育基本計画

（2011-2015）

【2013－2017】
国 北海道

〔食育基本法〕
第18条 市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されてい
るときは、食育推進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基本として、当該
市町村の区域内における食育の推進に関する施策についての計画（以下「市町
村食育推進計画」という。）を作成するよう努めなければならない。

〔地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律（通称：六次産業化法）〕
第41条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、地域の農林水産物の利
用の促進についての計画（次頁及び次条第二項において「促進計画」とい
う。）を定めるよう努めなければならない。

るもい次世代育成
支援行動計画

（2010-2014）

留萌市健康づくり計画
（2008-2016）

留萌市特定健康診査等実施計画
（2013-2017）

留萌市高齢者保健福祉計画
（2012-2014）

分野別計画（連携）

乳・幼児期 青・壮年期学齢期 高齢期
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「第1次留萌市食育推進計画」では、以下の１０の目標を設定し、年代別推進方策を掲げながら実現化に

向けこれまで食育を進めてきました。 

①食を楽しむ 

②味覚を育てる 

③食べものと心や体の関係を知る 

④体によい食べものを選ぶ知識を身につける 

⑤日本型食生活の良さを知る 

⑥食の情報を見分ける知識を身につける 

⑦基本的な調理技術を身につける 

⑧食べものの大切さを知り、自然の恵みに感謝する 

⑨食べものが作られる過程などを理解する 

⑩食を通して環境について考える 

 

１）留萌市の食をめぐる各年代別の現状について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状値（Ｈ19） Ｈ24 実施数 

離乳食教室の開催 未実施 年2 回 

幼児期を対象としたおやつ

教室の開催 
未実施 年2 回 

生涯にわたる食習慣の形成上重要な時期である「乳・

幼児期」では、食べることの心地よさや食べたいものを増

やす、食べものに興味を持たせて味覚を育てることを主

眼におきながら、下記の取組を進めてきました。 

[これまでの具体的な取組（市内）] 

・離乳食教室の開催 

・幼児期を対象にしたおやつ教室の開催 

・健康・栄養相談の実施 

・乳幼児健診、新生児訪問の実施 

・保育園栄養士による園だよりを活用した食育指導の 

実施、啓発 

・市民農園や生産現場での体験活動の実施 

・給食献立への行事食、郷土食、地元産米の使用 

（保育園） 

乳・幼児期 
この時期の食育を考える上において、離乳食を適切に進めるこ

とが重要です。果汁量が多くなると肥満や偏食につながるという
例があるため、母親への指導の結果、目標を大幅に下回る数値で
推移しています。 

幼児期における朝食の重要性や、偏食を防ぐ意味からも野菜の
利用を進めており、Ｈ23年度までは、各年度とも現状値を上回る
摂取率となり指導効果が上がっています。しかしながらＨ24年度
については、いずれの年代も目標値を下回っており、子どもの偏
食などに向き合う親の困難さが予想され、今後も引き続き指導、
啓発に努めてくことが必要です。      
 
 

新たに離乳食教室や幼児期の保護者を対象にしたおやつ教室を開
催したことにより、家庭と連携した活動啓発につながっているもの
と考えられます。 

市保健医療課調べ（乳幼児健診時調査） 

市保健医療課調べ（乳幼児健診時調査） 

２．第１次食育推進計画の検証 

4 ヶ月時において果汁を 50cc 以上飲む児の割合 

幼児期における朝食での野菜摂取率 

4ヶ月児において果汁を50ｃｃ以上飲む児の割合（％）

0.6 1.1

2.6
2.0

6.7

0.0

4.0

8.0

12.0

H20 H21 H22 H23 H24

●食育計画目標

現状値13％→Ｈ24：5％以下
13.0％

5％以下

※12月末現在

幼児期における朝食での野菜摂取率（％）上段：1.6歳、下段3歳

37.1 45.3
40.0

20.6

36.1

15.6

28.427.927.327.4

10.0

30.0

50.0

H20 H21 H22 H23 H24

●食育計画目標

現状値1.6歳:35.3％、3歳:23.7％

　→　Ｈ24：増加

35.3％

23.7％

増加

増加

※12月末現在
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現状値 

（Ｈ19） 
Ｈ24 実施数 

学校給食に地元産食材を使

用することに対する満足度 

（小・中学生世帯） 

未実施 79.0％ 

体力・運動能力などの成長期にある「学齢期」では、食事

の重要性や食事の喜び、楽しさの理解や、農林漁業体験な

ど食べ物と自然を大切にする心、体験を通しての地域の産

業を学ぶことが重要です。 

また、健全な発育、健康の維持、増進の基盤でもあり、情

緒的、教育的役割が非常に大きい「学校給食」においても、

積極的に地元食材の活用に努めながら、栄養バランスのと

れたメニューづくりを行っています。 

さらには、「早寝・早起き・朝ごはん」運動の推進など子ど

もたちに望ましい食習慣を身につけさせるため、栄養教諭

などを中心に家庭、地域と連携しながら「食育」の取組を進

めています。 

[これまでの具体的な取組（市内）] 

・親子料理教室の開催 

・ジュニアクッキング教室の開催 

・栄養教諭による食に関する指導 

・地元食材100%給食事業の実施 

・地場素材を活用した学校給食管内統一トライアルメニ 

ューの提供 

・食農教育の推進（小学5年生を対象にした田植え、稲刈

り体験等） 

・学校農園を活用した農村体験学習の実施（幌糠小学校） 

・いきいき水産学習、漁業体験モデル事業の実施 

・親子で楽しむ寿司づくり教室の開催 

学齢期 

市民満足度アンケート調べ 

（Ｈ24は学校教育に関する保護者アンケート調べ） 

留萌市では、給食だよりへの地元食材表示や、食育につい
ての啓発など、安全、安心で栄養バランスの給食メニューの
充実に努めた結果、満足度が非常に高まっています。 

学校での食に関する栄養教諭による年間指導実施数（回）

35

27

22

8

23

0

30

60

H20 H21 H22 H23 H24

●食育計画目標

現状値：年9回→Ｈ24：年12回

9回

12回

※11月末現在

東光小学校に配置されている栄養教諭が、各学校からの要
請により食に関する栄養指導や授業等を行っています。Ｈ23
年度までは、目標値を大幅に上回る指導回数となっています
が、Ｈ24年度（11月末現在）は、配置体制や他の業務との兼
ね合いもあり減となっています。 

市給食センター調べ 

小学生を対象とした地場産品による

農水産物加工体験、農、漁業体験数（回）

1 1
4

89

0

5

10

15

H20 H21 H22 H23 H24

●食育計画目標

現状値：年2回→Ｈ24：年6回

2回

6回

市農林水産課調べ 

地域（生産者含む）、学校、行政などが中心となって、農･漁村体
験活動を実施した結果、Ｈ23年度を境に目標数値を上回っています。
また、住民満足度アンケートの結果からも、「体験機会があると思う
市民の割合」が増加しており、生産現場の体験や生産者との交流な
ど、地域の農林水産業に対する理解が深まっているものと考えられ
ます。 
今後も、子どもたちの体験学習の場を提供することで、食に対す

る感謝の念を深める取組や、将来の農林水産業の担い手確保に向け
た取組として更なる拡充が望まれます。 

学校での食に関する栄養教諭による年間指導実施数 

栄養バランスを視点とした学校給食メニューに対する満足度（％）

30.3

38.8
50.2

38.8

0.0

30.0

60.0

90.0

H20 H21 H22 H23 H24

84.3

栄養バランスを視点とした学校給食メニューに対する満足度

小学生を対象とした地場産品による 

農水産物加工体験、農、漁業体験数 

食育に関するアンケート 
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 現状値（Ｈ19） Ｈ23 

メタボリックシンドローム

を認知している市民の割合 

（特定健診を知っている市民の割
合数値で把握） 

－ 

（数値なし） 

85.3％ 

（※目標値：
80％以上） 

これまで身に付けた食に関する知識や技術を活用しな

がら、自らの食生活ばかりではなく、次世代に食の基礎や

喜びを伝える役割を担う「青・壮年期」では、健（検）診の受

診による、自らの健康状態の把握や、生活習慣病予防に向

けた取組、食品表示や添加物など、食の安全性について関

心を持つなど、自らが実践的な取組を行っていくことが必要

です。 

「健康」についての情報が氾濫し、健康への関心が高ま

る中、食習慣の乱れなどを背景とした生活習慣病が増加し

ています。仕事等による不規則な生活や、ストレス、運動

不足等も重なって、実践的な行動に結びついていかないと

いうことが課題となっています。 

また、家庭における環境問題への関心度の高さから、生

ゴミの再利用や廃棄量を減らす取組なども推進され、食と

環境についての実践が行われています。 

豊富な種類の地域農水産物が、身近に購入できる機会も

増え、また、身近に旬の食材を食することのできるレストラ

ンの開設、フリーペーパーの発行など、地産地消、地産地

食の機運が高まっています。 

 [これまでの具体的な取組（市内）] 

・いきいきクッキング教室の開催 

・特定健診・保健指導〔栄養〕の実施 

・食と健康に関する各種講演会の開催 

・地域食材〔食療〕コミュニティカフェテリアの開催 

・地域食材の情報サイト「食ペディア」の開設、フリーペー

パー「るもいｆａｎ」の発行 

・漬物料理講習会の開催 

・市民農園の開設 

・うまいよるもい市の開催 

青・壮年期 

健康管理に気をつけている市民の割合（％）

57.4

78.4

55.8

88.2

84.7

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H20 H21 H22 H23 H24

市市民課調べ（特定健診アンケート） 

市民満足度アンケート調べ 

健康都市宣言や、健康を核としたまちづくりを進めた結
果、市民の健康管理に対する意識、関心の高さが現れてい
るものと考えられます。 

市健康づくり計画アンケート調べ 

市健康づくり計画アンケート調べ 

栄養成分表示を参考にする割合（％）

31.1

34.5

20.0

30.0

40.0

H20 H21 H22 H23 H24

「１日３食」という基本的な食生活を送れていない人が
増加していますが、食生活に問題があるという「気づき」
や栄養成分表示を参考にするなど、意識の変化はあると考
えられます。 
食と健康について身近に感じ、実際に健康的な食生活を

送ることができるよう、今後も啓発に努めていく必要があ
ります。 

市民の欠食（食事回数）割合（％）

31.2

27.0

20.0

30.0

40.0

H20 H21 H22 H23 H24

健康管理に気をつけている市民の割合 

市民の欠食（食事回数）割合 

毎日野菜を350ｇ以上食べている人の割合（％）

8.8
10.4

5.0

10.0

15.0

H20 H21 H22 H23 H24

毎日野菜を 350ｇ以上食べている市民の割合 

栄養成分表示を参考にする割合 特定健診受診者に対する要保健指導対象者（生活習慣病保有者）の割合 

市健康づくり計画アンケート調べ 市市民課調べ 

特定健診受診者に対する

要保健指導対象者（生活習慣病保有者）の割合（％）

13.713.8

18.0

14.6

0.0

10.0

20.0

30.0

H20 H21 H22 H23
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長年の生活習慣の積み重ねによる疾病が顕著化し、

徐々に身体機能が低下していく「中・高年期」では、病気の

早期発見と、治療、さらには、「孤食」による栄養摂取不足を

補うための高齢者サロンでの食事会などを通じ、コミュニケ

ーションをとりながらの食事の機会を増やすなどの取組が

重要です。 

また、一人暮らしの高齢者世帯が増加し、調理困難な方

への給食サービスの実施や、民生児童委員と連携し、身体

機能の低下や低栄養等が懸念される高齢者の早期抽出、

介護予防支援事業や栄養事業、口腔改善事業などにより、

介護予防の視点からの高齢者に対する食育活動を行って

きました。 

 [これまでの具体的な取組（市内）] 

・シニアクッキング教室の開催 

・いきいきクッキング教室の開催〔再掲〕 

・特定健診・保健指導〔栄養〕の実施〔再掲〕 

・食と健康に関する各種講演会の開催〔再掲〕  

・基礎老年医学講座の実施 

・給食サービス事業の実施 

・高齢者サロン（食事会）の開催 

・2 次予防高齢者抽出事業の実施 

・2 次予防高齢者地域支援事業（はつらつ栄養教室）の 

実施 

中・高年期 

市保健福祉アンケート調べ 

65歳以上の高齢者のうち、90％以上が「自分で食事をし
ている、いくらかしている」に分類されている一方、「自分
でしていない、できない」という方も5.2%存在しています。 
市内では、高齢者サロンや地域老人クラブ等の例会など

において、食事会等の「共食」活動が行われており、今後
においてもますますの活動推進が望まれます。 

2次予防高齢者把握事業における低栄養リスク保有者の割合（％）

0.2

0.4

0.9

0.5

0.0

0.5

1.0

H21 H22 H23 H24

65歳～74歳までの高齢者のうち、特に生活機能の低下が著
しい方を早期に発見し、介護予防事業へと導く 2 次予防高齢
者把握事業の中で、特に栄養機能の低下が予想される方の割
合がわずかながらも年々増加している傾向に読み取れます。
食に対する関心が薄れることで、料理、買い物などの行動機
会も減少し、生活の質の低下が懸念されるため、早期に予防、
改善に向けたサポート体制の構築が必要と考えられます。 

高齢者サロンによる食事会（るもい健康の駅） 

市介護支援課調べ 

高齢者の生活（食事）の状況（Ｈ23：回答数1,616名）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分でしている、いくらか自分でしている（92.2％）

できるが自分でしていない、できない（5.2％）

Ｈ23

高齢者の生活（食事）の状況 

2 次予防高齢者把握事業における低栄養リスク保有者の割合 

2 次予防高齢者把握事業における口腔機能低下リスク者の割合 

2次予防高齢者把握事業における口腔機能低下リスク者の割合
（％）

11.6

9.3
9.8

7.9

0.0

5.0

10.0

15.0

H21 H22 H23 H24

市介護支援課調べ 
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市民満足度アンケート調べ 市民満足度アンケート調べ 

地産地消 

留萌地域の最大の魅力は、豊富な種類の「食材」にあり、高品質米の南るもい米を始め、エビ、タコ、ホタテといった海産物、黒毛和牛や果樹に
至るまで、バラエティに富んだ食材に恵まれた環境にあります。 
これらの「地元産品を意識して商品選択する市民の割合」もＨ24で57.4%とほぼ目標値に近い値を示しており、また、「地産地消が推進されている

ことに対する満足度」も年々増加していることから、行政、民間団体、企業、生産者などの連携による、情報発信や産地イベントの実施、留萌の旬
の食材を食するツアーの受入などにより効果が上がっているものと考えられます。 

地元産品であることを意識して商品を選択する市民の割合（％）

52.5

54.5

35.6

57.4

42.1

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H20 H21 H22 H23 H24

●食育計画目標

現状値：51.7％→Ｈ24：60％以上

51.7％

60％以上

地産地消が推進されていることに対する満足度（％）

11.4

17.1

19.2

41.3

21.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H20 H21 H22 H23 H24

食と環境 

市美サイクル館調べ 市民満足度アンケート調べ 

環境問題への関心が高まり、留萌市においても、資源循環型社会の構築に向け、美サイクル館を中心に啓発活動を進めた結果、１世帯１日あたり
の生ゴミの処理量も年々減少しています。また、食べ残しを減らし、生ゴミの堆肥化などの再利用も進んでいるものと考えられます。 

１世帯1日当たりの美サイクル館で処理する生ゴミの量（ｇ）

496 474 453 436

300

350

400

450

500

550

H20 H21 H22 H23

留萌がゴミを減らしリサイクルに努めているマチと思う市民の割合（％）

41.2

63.3

41.2

58.9

47.2

20.0

40.0

60.0

80.0

H20 H21 H22 H23 H24

園活動での稲刈り体験（市内保育園） 
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２）全国データとの比較【参考】 

項目 全国データ 留萌市 データ基礎 

①食育に対する関心度 72.2％（Ｈ21） 78.0％（Ｈ24） 
全国：「内閣府食育に関する基礎調査」 
留萌：「食育に関するアンケート（3歳～15歳
の子を持つ世帯対象）」 

②朝食を毎日食べている割合（小6・中3） 89.45％（Ｈ24） 94.0％（Ｈ24） 全国、留萌市「全国学力・学習状況調査」 

③学校給食における地場産物使用割合 23.3％（Ｈ19） 41.0％（Ｈ23） 
全国：「文部科学省調べ」 

留萌：「学校給食センター調べ（使用日数）」 

④食事バランスガイド等を参考に食生活を送
っている割合 57.7％（Ｈ21） 28.0％（Ｈ24） 

全国：「内閣府食育に関する基礎調査」 
留萌：「食育に関するアンケート（3歳～15歳
の子を持つ世帯対象）」 

⑤メタボリックシンドロームを認知している
割合 89.3％（Ｈ21） 85.3％（Ｈ23） 

全国：「内閣府食育に関する基礎調査」 
留萌：「市民課特定健診アンケート（特定健診
を知っている市民の割合数値で把握）」 

 

上記については、全国で取りまとめたデータと既存の留萌市のデータを用いて、可能な範囲で比較し

たものです。対象数や基礎となる調査法に違いがありますが、留萌市の現状を客観的に分析、判断する

ひとつの指標としてまとめています。 

①「食育に対する関心度」については、全国的には毎年6月の「食育月間」における推進事業や、「早

寝早起き朝ごはん」運動、「健康日本21」、「めざましごはんキャンペーン」等、食育と密接な関係を有

する運動を展開しながら、これまで関心を高める取組を実施してきました。留萌市においても、小学校

への栄養教諭の配置や、就学時健診等の機会を通じて「早寝早起き朝ごはん」運動、「留萌食育10か条」

の普及啓発、さらには学校給食だより等により、家庭においての食育の普及啓発を図った結果、全国の

数値を5.8ポイント上回っています（子育て世帯対象の市民アンケート）。なお、「食育」に関心のある

理由としては、「心身の健全な発育」、「食の安全確保」、「食生活の乱れ」と続いており、子どもの健康

面から食育について考える傾向にあります。 

②「朝食を毎日食べている割合（全国学力・学習状況調査）」についても、全国平均を上回る状況と

なっており、今後も引き続き、朝食摂取の重要性と学力との関係などの根拠も示しながら、子どもたち

に望ましい食習慣を身につけさせるよう、努めていく必要があります。 

③「学校給食における地場産物使用割合」については、流通面や価格面、供給量など様々な課題もあ

りますが、可能な限り地場産食材を活用できる給食運営を目指し取り組んだ結果、全国データを大きく

上回っています。今後においても、関係機関、生産者、流通業者、製造業者等との調整や、仕入れ体制

の確保に努めながら、引き続き地場産物を活用した学校給食における食育活動の推進に努めていくこと

が必要です。 

④「食事バランスガイド等を参考に食生活を送っている割合」については、28.0％と全国平均を下回

っていますが、アンケート結果を分析しますと「知っているが参考にしてはいない」という割合が

34.0％あり、バランスガイドの存在は知っているが活用していないと傾向にあるものと考えられます。 

 ⑤「メタボリックシンドロームを認知している割合」については、これまでも「健康日本 21」運動

や、特定健診、特定保健指導の導入、さらには、留萌市独自のメタボリックアンケートの開発など、市

民の中でも、メタボリックシンドロームの認知度は十分高まってきているものと思われますが、早期発

見、早期指導へと繋げるための健診の受診率の低迷や、特定保健指導実施者数の伸び悩みなどを見ても、

予防、改善のための食事の実践度は高くないのが現状であり、今後も粘り強く対策を講じていく必要が

あります。 
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 留萌市では、これまでの着実な食育推進活動の成果を踏まえ、さらなる食育に対する理解と実践

を進めながら、この地域に住む誰もが、土地、風土から得られる豊かな「食」への恩恵と幸せを享

受し、ライフステージに応じた健康で豊かな暮らしが実現できるよう、地域、家庭、学校、幼稚園、

保育園、行政などが連携しながら次のとおり食育を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次留萌市食育推進計画（H25～29）

目指す姿
基本方針

（重点目標）
ライフステージ

「知
食
」

「共
食
」

「健
食
」
に
よ
る
豊
か
な
暮
ら
し
の
実
現
へ

１）「食育」につい
ての理解と実践

２）地域の「食」を
知る体験・伝承

３）地産地消で
豊かな「食・暮らし」
の実現

４）食と健康の推進

乳・幼児期
（0～6歳）

学齢期
（7～18歳）

青・壮年期
（19～64歳）

高齢期
（65歳～）

推進目標

哺乳、離乳、幼児食を正しく伝える

食べることへの興味、楽しさの経験

自然から食べる喜びを感じる

食べることから生活習慣を学ぶ

食に関する指導の充実

「給食」の教育的機能重視による充実

体験からの生産、流通過程知識の習得

正しい食習慣による健康管理の推進

次世代への伝達と家族での共食の推進

地産地消による食への愛着心の醸成

食への関心付けと介護予防の推進

体調に合った食生活の推進

美味しく食べるための口腔機能の維持

『知食』・・・地域の食材や生産現場、食文化などを知ることにより、食についての基礎を学びます。 

『共食』・・・家族が食卓を囲んで共に食事をとりながら、コミュニケーションを図ることにより、家庭 

     における食育の重要性について啓発、推進していきます。 

『健食』・・・健やかな生活を送る上で「食」は何よりもの基本です。健全な食生活の推進や、食と健康 

     との関わりを学びながら、食育を進めます。 

３．留萌市の目指す姿と本計画の基本方針 
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１）乳・幼児期（0 歳～6 歳）                                  

 この時期は、心身の健全な成長・発達が重要で、将来の基礎を培う時期でもあり、食習慣にも大きな
影響を与えます。適切な食事の取り方や、望ましい食習慣の定着など、豊かな人間性の育成に向けて、
特に意識的に家庭や関係機関、行政が連携しながら取り組みを進めていく必要があります。  
また、生活形態の多様化や核家族化、情報の氾濫などから、育児に疑問・不安を抱える母親も増加し

ています。児の健全な育成のために、正しい情報の提供や個々に応じた対応が必要です。 
 

１．現状と課題 

● 乳児期における果汁摂取量は減少傾向ですが、多量摂取も見受けられます。 
● 乳児期から幼児期にかけての摂取量が増加し、習慣化する傾向が見受けられます。 
● 幼児期における野菜の摂取率（特に朝食）の低下が見受けられます。欠食ではありませんが 

内容として適正でないことが多く、子どもの好き嫌いや偏食、生活習慣などに向き合う親の 
困難さが伺えます。 

● 夕食時間帯の遅れが就寝時間の遅れにつながり、睡眠不足、さらには朝食の欠食といった悪 
循環を引き起こし、集団生活の乱れや体調不良につながっています。 

● 飽食の時代を背景に、何でも食べ物が手に入ることから、食事の支度に時間をかけない、「旬」 
のものを心待ちにする気持ちが薄れるなど、栄養素なども含めて食と健康の問題に無関心な層
が拡大しています。 

● 親の欠食も影響し、子どもだけで家庭において朝食を食べる傾向が見られます。 

2．推進目標 

● 哺乳、離乳食、幼児食についての情報を正しく伝え、家庭での実践を目指します。 
● 離乳食や幼児食を通して、食機能や口腔機能を育て、食べることの楽しさを経験します。 
● お腹のすくリズムや食べたいもの、好きなものを増やし、食べ物に興味を持たせる環境づくり

に努めます。 
● 自然を通じて、食の大切さ、生命の大切さを学び、収穫や食べる喜びを感じさせる機会づくり

に取り組みます。 
● 食べることを通して生活習慣を学び、家族全体の生活の見直しに繋げます。 

３．具体的な推進方策と役割 家庭 
幼稚園 
保育園 

地域 行政 

離乳食や育児に関する知識を伝えます ●   ● 

間食や育児に関する知識を伝えます ●   ● 

家庭での食管理、育児における不安軽減につなげます  ●  ● 

実際に料理に携わることで、食への関心と食べ物を作る工

程を学びます 
 ●   

作物の栽培等を通じて、身体の五感で感じ、心に伝えるこ

とが実感できる機会の充実を図ります 
 ● ● ● 

家庭内での適切な食事や生活リズムを身につけ、食事を楽

しむ習慣づくりを目指します 
●    

４．ライフステージに応じた食育推進施策について 
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４．目標設定 現状値 Ｈ29 

乳児期において果汁を飲まない児の割合 
４ヶ月児：89.0％ 

9 ヶ月児：79.5％ 
増加 

幼児期における朝食での野菜摂取率 
1.6 歳児：19.0％ 

3 歳児：17.1％ 増加 

家庭において「ひとり」で朝食を食べる割合（幼・保・小・中） 11.0％ 減少 

離乳食教室の開催数 年2 回 現状維持 

幼児期を対象としたおやつ教室の開催数 年2 回 現状維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1月給食献立表（保育園） 

食育だより（保育園） 

市美サイクル館調べ 

【食育の取組例】 
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２）学齢期（７歳～18 歳）                                    

この時期は、体力・運動能力などの成長期であり行動範囲も広がります。身体の成長に心の成長が追
いつかず、不安定になりやすい時期ですが、かなり個人差があり標準値にとらわれることなく成長過
程を見守ることが大切です。 
学校、家庭、地域等が連携し、食生活の大切さを学び、望ましい食習慣を身に付けさせることが必要

です。 
 

１．現状と課題 

● 学校内における食育活動として、専門性への対応や時間数の確保、家庭との連携体制の構築が
課題となっています。 

● 地場産物の活用について努力していますが、生産時期や数量、価格等の面で、年間を通しての
安定的な使用が課題となっています。 

● 親の欠食も影響し、子どもだけで家庭において朝食を食べる傾向が見られます。 

2．推進目標 

● 各教科、特別活動、総合的な学習の時間等の学校教育活動全体を通じて、食に関する指導の充
実を図っていきます。 

● 健全な発育、健康維持、情緒面や食事の大切さなど、「給食」の教育的機能を重視しながら、一
層の充実を図ります。 

● 学校給食時の配膳やマナーの習得により、社会性、協調性を育みます。 
● 体験を通した地域の産業や生産、加工、流通の仕組み、自然や地域社会と食べ物のかかわりな

どの知識を身に付けさせます。 
● 行政、学校、家庭、地域が連携を深め、「早寝、早起き、朝ごはん」運動の啓発や「留萌市食育

10 か条（留萌楽しい食育）」を推進し、留萌ならではの食育活動に取り組みます。 

３．具体的な推進方策と役割 家庭 学校 地域 行政 

体験学習を通じて、「食」の大切さを学びます  ● ● ● 

学校教育活動の中で、各教科、特別活動、総合的な学習の
時間等を通じ、食に関する指導の充実を図ります 

 ●   

学校給食での地場産品の活用を推進します  ●  ● 

家庭向けに地産地消や食育の意義について啓発します  ●   ● 

農業・漁業体験機会の充実を図ります  ●  ● ● 

料理を作る体験機会の充実を図ります  ●  ● ● 

地域の「食」についての情報発信や伝統的な「食」文化を
学び、体験する機会の充実を図ります   ●  

家庭内での食事のマナーの指導や生活習慣の確立、子ども

との食事づくりなどを実践します 
●    
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４．目標設定 現状値 Ｈ29 

学校での食に関する指導回数（栄養教諭、栄養士含む） 年9 回 増加 

学校給食における地元産品を使用する割合（献立頻度日数） 41.0％ 増加 

栄養バランスを視点とした学校給食メニューに対する満足度 84.3％ 増加 

学校給食に地元産食材を使用することに対する関心度（小･中学生

世帯） 
79.0％ 増加 

小学生を対象とした地場産品を使用した農水産物の加工体験、

農・漁業体験事業数 
年8 回 増加 

朝食を毎日食べる児童･生徒の割合 
小6：92.4％ 

中3：95.6％ 
増加 

家庭において「ひとり」で朝食を食べる割合（幼・保・小・中） 11.0％ 減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10月給食献立表（学校給食） 

小学生の農業体験（食農教育推進協議会事業） 地元食材100％給食事業（Ｈ23） 

【食育の取組例】 
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３）青・壮年期（19 歳～64 歳）                                  

この時期は、自分で考え選択した食生活を送ることのできる時期ですが、情報が氾濫しているため、
正しい情報を見極め、自分に合った対応を選択することが難しくなっています。食生活に問題がある
との気付きはありますが、仕事や子育てに忙しい年代であることから、取り組みにつながりにくいの
が課題です。高齢期の健康維持につながるため、積極的に健診等を受診するなど、この時期から自ら
の健康状態を知り、その結果を活用して生活習慣や食習慣の改善を図るなどの取り組みが必要です。 

 
１．現状と課題 

● 「健康づくりアンケート」の結果から、20 代は男女共に約半数に欠食が見られており、朝食の
欠食割合が高いというのが課題となっています。 

●  野菜の適正量（毎日350ｇ以上）を摂取している人は1 割以下となっています。また、20 代
では「野菜を食べない」という人もおり、野菜の摂取量の低下が課題となっています。 

２．推進目標 

● 自分や家族のために、正しい食習慣を身に付ける機会を提供し、健康的な生活の実践へと繋げ
ます。 

● 自分の健康状態を知り、自ら健康管理に努めるよう、健診受診の勧奨や健康についての正しい
知識の普及啓発を進めます。 

● 次世代の人々に対して見本となる食生活を進め、家族や周りの人とコミュニケーションをとり
ながら食べる大切さを伝えていきます。 

● 地産地消、地産地食を進めながら、地域の生産現場や地域食材に対する愛着と地域の産業を守
る意識を醸成します。 

● 栄養バランスや食品衛生、食品表示等、食の安全についての知識の普及を進めます。 

３．具体的な推進方策と役割 家庭 
地域 

（企業、ＮＰＯ、団体等） 
行政 

バランスのよいメニューや調理法等を伝え、家庭での実

践に繋げます  
 ● ● 

健診活動の推進や、保健指導で食や健康管理についての

正しい情報を伝え、改善に繋げます 
  ● 

予防医学の視点から「食と健康」の重要性を説き、健康

意識の向上に努めます  
 ● ● 

地域の旬の食素材の紹介や、販売機会の充実、料理の提

供などにより、地産地消を推進します 
● ● ● 

食の安全や栄養成分表示についての普及、理解を進め、

栄養面からの健康管理を支援します 
 ● ● 

家族でコミュニケーションを取りながら食事する機会

を意識的に実践します 
●   
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４．目標設定 現状値 Ｈ29 

日頃健康管理に気をつけている人の割合 65.4％ 増加 

ほぼ毎日3 食食べている人の割合 68.8％ 増加 

野菜を毎日350ｇ食べている人の割合 8.8％ 増加 

地元産品であることを意識して商品を選択する市民の割合 57.4％ 増加 

地産地消が推進されていることに対する満足度 41.3％ 増加 

食育についての関心度（子育て世帯） 78.0％ 増加 

食品表示を参考にしている人の割合（子育て世帯） 77.0％ 増加 

食事バランスガイドを参考に食生活を送っている人の割合（子育

て世帯） 
28.0％ 増加 

家庭において「ひとり」で朝食を食べる割合（幼・保・小・中） 11.0％ 減少 

特定健診受診者（国民健康保険加入者）に対する要保健指導対象

者（生活習慣病保有者）の割合 
13.7％ 減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いきいきクッキング教室（はーとふる） 食と健康フォーラム（中央公民館） 

地域食材（食療）コミュニティフェテリア 

 

【食育の取組例】 
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４）高齢期（65 歳～）                                     

この時期は、退職や子どもの自立などの節目を迎え、社会的・精神的に大きな変化が生じる時期です。
個人差がありますが、老化による身体機能が低下し、さまざまな機能障害が生じます。生活を楽しみ、
生きがいのある生活を送るためには、日常生活の機能維持や人との関わりが大切です。自分にあった
望ましい食習慣を見直し、自分らしい食習慣を再度確立し維持することが必要です。 
 

１．現状と課題 

● 高齢者人口の増加に伴う、食生活の質の低下や孤食化が進んでいます。 
● 調理困難な高齢者に対して実施している給食サービスの利用者が増えています。 

２．推進目標 

● 低栄養リスクのある高齢者やひとり暮らし世帯の高齢者に対し、食への関心を促し、早期に介
護予防の取組へと繋げていきます。 

● 食を楽しみ、体調にあった食生活の実践を目指します。 
● いつまでも美味しく食べられるよう、口腔衛生を保つよう知識の普及・指導に努めます。 
● これまでの経験や知識を活かし、次世代に食の大切さや食文化を伝える機会をつくります。 

３．具体的な推進方策と役割 家庭 
地域 

（企業、ＮＰＯ、団体等） 
行政 

「食べ方」の支援やバランスの取れた食事摂取を伝えま

す  
 ● ● 

生活の質の低下の現状を適切に把握し、早期の予防に取

り組みます 
 ● ● 

高齢者の孤立防止や活動機会の充実を支援します  ● ● 

口腔衛生に関する知識、普及や口腔機能の低下、低栄養

の状況を早期に把握、予防に努めます  
 ● ● 

調理が困難な高齢者の食事環境を支援します    ● 

家庭において食事を楽しむ習慣づくりを目指します ●   

 

４．目標設定 現状値 Ｈ29 

2 次予防高齢者把握事業にかかる低栄養リスク者の割合 0.5％ 減少 

食事が自分でできない高齢者の割合 1.9％ 減少 

2 次予防高齢者把握事業にかかる口腔機能低下リスク者の割合 7.9％ 減少 
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１） 「食育」の原点である、地域の農業・漁業 

留萌市の「食育」や「地産地消」を進める上で、地域の農業、漁業の現状（今）を知ることが大切です。

ここでは農業、漁業の現状について紹介します。 

 

① 農 業 
 留萌市の農業は、水稲を基幹とした複合経営中心の農業形態であり、約８０件（Ｈ24年度現在）の販売農

家等で構成されています。 

水稲の作付面積は約５００ｈａ、年間収穫量は２，５００トン前後で推移しており、寒暖の差が激しく、

豊かな森に囲まれた環境は米作りに最適な地域であり、丹精込めた品質重視の米作りを行っています。 

当地域の主力品種である「ななつぼし」は、つや、粘り、甘みのバランスが抜群で、冷めても美味しさが

長持ちするという特徴を持っており、国内の米を対象とした食味ランキングでも最高評価の「特Ａ」として

新潟の「コシヒカリ」などと共に選ばれるほどの高品質米です。また、これまでも米・食味分析鑑定士協会

が主催する「全国米・食味分析鑑定コンクール」において最高位の「金賞」を受賞し、北海道内屈指の高品

質米生産地として高い評価を受けています。 

畑作物としては、転作田を中心に小麦、そば、大豆が中心に作付けされており、近年は留萌オリジナルの

超強力パスタ用小麦「ルルロッソ」の生産にも力を注ぎ、地産地消パスタとして注目されています。また、

菜の花による資源循環型システムの構築を目指し、菜の花を新たな輪作作物として取り組む一方、観光資源

としての活用や新たな商品化を目指した取組を展開しています。 

野菜については、南瓜、トマト、スイートコーン、アスパラ、ピーマンなどを中心に、約１８ｈａ（Ｈ24

年度現在）の作付面積となっており、「ＹＥＳ！クリーン」を取得しているピーマンは、特に安全・安心な留

萌産農産物として、関東圏のイトーヨーカドーを中心に出荷されており、留萌を代表する野菜として定着し

ています。 

また、肉牛については、生産者の努力により留萌産の黒毛和牛の地産地消を推進しており、「あずま牛」の

ブランド名で牛の健康管理はもとより、餌にも徹底したこだわりをもって安全で美味しい牛肉づくりを行っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ19 Ｈ24  Ｈ29（目標） 

北のクリーン農産物表示制

度登録集団数 
１集団 １集団 増加 

水稲作付け面積及び収穫量

2,950ｔ 2,850 2,848 2,934

1,959

2,455

2,584

509ｈａ

501 500
505 501 505

491

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

400

420

440

460

480

500

520

収穫量 作付面積

５．地産地消と食育活動 



 - 18 - 

② 漁 業 
留萌市の漁業は、沖合漁業と沿岸漁業に大別され、沖合漁業は「えび篭漁業」、「えび桁網漁業」、「いか釣

り漁業」、沿岸漁業は「さけ定置網漁業」、「底建網漁業」、「かれい刺網漁業」、「なまこ桁網漁業」、「たこ樽流

し漁業」、「浅海漁業（うに・あわび・海藻類等）」であり、約４０名の漁業者で営まれています。 

年間の漁獲量は約 1,000ｔであり、主な魚種については、スルメイカ（275ｔ）、カレイ類（149ｔ）、ホッ

ケ（110ｔ）、ホッコクアカエビ（甘エビ 109ｔ）、シロザケ（秋鮭 90ｔ）、ミズダコ（31ｔ）、ナマコ（31

ｔ）であります。 

季節別に見ると、春にはカレイ類・ヒラメ・ニシン・ミズダコ・エビ類、夏にはスルメイカ・ウニ類・ナ

マコ、秋にはシロザケ・ハタハタ・アワビ、冬にはタラ・カジカ・エビ類が漁獲され、四季折々の「旬」が

あります。 

漁獲された水産物は、留萌市地方卸売市場で市内の鮮魚店、スーパーなどに『せり売り』で取引されたあ

と、皆さんの食卓に並びます。また、市内には漁業者が営む直売店がありますので、常に新鮮な水産物を買

い求めることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留萌おさかなカレンダー 

漁獲高及び金額

1,622ｔ

1,951

1,102 952
1,155 1,073

950

853,250千円

1,112,901

680,395

536,866
582,159 569,186

463,144

0

500
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1,200,000
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２）地域の豊富な食素材を活かした地産地消による「食育」 

 留萌市内には、地産地消のできる直売所や、地産地消（愛食運動）に取り組む「北のめぐみ愛食レストラ

ン」、旬の特産品を紹介する情報誌など、様々な形で地域の豊富な食素材を活かした地産地消による「食育」

が進められています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「留々菜」（直売所） 

Ａコープルピナス内の産直市場。産直部会
「留々菜」55 名の会員の生産者が、自ら収
穫し、生産者名を明記して値段をつけ、店
頭に並べています。 

「海鮮店ＭＡＰ」 
（直売所） 

「北のめぐみ愛食レストラン」 

道産食材の積極的な利用や食材の素晴らし
さをお客様に伝える地産地消（愛食運動）
に取り組むお店を北海道が認定していま
す。 

「地域情報受発信フリーペーパー」 
地域の「食」「人」など 
に関する情報を紹介しています。 

直売店では、新鮮な旬の海産物を豊富に取り揃えています。 

「うまいよ！るもい市」 
年4回、海産物を中心とした留萌の旬の食材を 
提供する産直イベントを開催しています。 
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食育の推進にあたっては、年齢層や関係する分野が保健、医療、産業振興、教育など多岐に亘るこ

とから、日常の家庭での食生活や学校、地域住民、ＮＰＯなどのボランティア団体、生産者、食関連

企業、消費者団体などが、食育活動においてそれぞれの役割を理解し、相互に連携や補完をしながら

活動を行っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0歳 7歳

乳・幼児期

行政の役割
（母子保健）幼稚園・保育園

の役割

19歳

学齢期

学校の役割

65歳

青・壮年期

行政の役割
（生活習慣病予防）

高齢期

行政の役割
（介護予防）

資料2

家庭の役割（食と子育て） 家庭の役割（家族の食と健康）

地域ボランティア団体、ＮＰＯ、企業、生産者の活動

留萌市食育推進計画
（生涯にわたるライフステージに応じた食育の推進）

（20歳～） （65歳～）

留萌市食育１０か条 

（留萌市教育委員会作成） 

６．食育の推進体制 



   

 

 

 

 

留萌市食育推進計画 
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平成２５年３月策定 

作成 留萌市地域振興部農林水産課 
〒077-8601 北海道留萌市幸町1丁目11番地 

TEL 0164-42-1837 FAX 0164-42-7865 


